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現行のプラスチック製容器包装に係る再商品化入札制度①

（平成7年6月公布、平成9年4月完全施行；平成18年改正）

消費者、市町村、事業者がそれぞれの役割分担の下、容器包装廃棄物の
①分別排出、②分別収集、③リサイクル（再商品化）を行う制度を構築
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現行のプラスチック製容器包装に係る再商品化入札制度②

＜入札の仕組み＞
【落札可能量】

総合的評価で認められた設備能力（設備能力×総合的評価の得点率）を各事業者の落札可能量とす
る。

【安定枠・効率化枠】

質の高い安定的なリサイクルを促進するため、総合的評価で認められた設備能力のうち、安定枠と効
率化枠の割合を２：１とする。ただし、この割合では安定枠の総量が材料リサイクル優先処理量（※）の９割
を上回ると見込まれる場合には、当該材料リサイクル優先処理量の９割を上回らないよう補整を行う。
（※）指定法人への市町村の申込量のうち５０％を材料リサイクル優先処理量と設定。

安定枠と効率化枠は一括応札し、応札価格の安いものから安定枠→効率化枠の順に落札する。 

【厳格な上限価格、最低価格】

安定枠の導入に伴い、材料リサイクルの適正価格を担保するため、厳しい上限価格と最低価格を設定
し、これを超える応札は無効とする。

＜現行のプラスチック製容器包装のリサイクルについて＞
• 容器包装リサイクル法に基づき、家庭から分別して排出され、市町村が収集したプラスチッ
ク製容器包装は、産業界（特定事業者）の費用負担でリサイクルされている。

• 具体的には、リサイクル業務を司る指定法人（環境省・経産省等が監督）が、毎年度、入札
でリサイクル事業者を決めてリサイクルを実施。

• プラスチック製容器包装をリサイクルする手法としては、大きく材料リサイクルとケミカル
リサイクルの２種類があり、現行は市町村回収量の半分は材料リサイクル業者が優先的に落
札できる仕組みで運用。
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現行のプラスチック製容器包装に係る再商品化入札制度③

材料リサイクル優先枠 一般入札枠
0% 50% 100%

量比率

100%設備能力

事
業
者
Ａ

事
業
者
Ｂ

希望する材料リサイクル
事業者は、一般枠での
入札を選択可能

事
業
者
Ａ

事
業
者
Ｂ

安定枠
（質の高い安定的
なリサイクル枠）

効率化枠
（自由競争枠）

総合的評価で認められた
設備能力［＝落札可能量］
（設備能力×総合的評価の得点率）

材料リサイクル
優先処理量

（令和７年度は約３３万トン）

＜イメージ図＞

２

１

3



市町村申込量と処理能力の関係

市町村申込量と再商品化事業者の処理能力（処理可能量）は、
年々差が縮まっており、逼迫傾向にある。

出所）日本容器包装リサイクル協会 実再商品化能力のヒアリング調査結果について 4



総合的評価方式について

各再商品化事業者の落札可能量は、優先材料リサイクル事業者においては、再生処理能力等をもとにし
た査定量と総合的評価の得点率によって決定される。

⇒優先落札可能量＝査定値×総合的評価得点率（総合的評価の得点を100（満点）で除した数値）

出所）日本容器包装リサイクル協会 再商品化事業者説明会資料（令和７年度 プラスチック製容器包装及び分別収集物）資料17－6 5



分別基準適合物の組成割合とリサイクル率

分別基準適合物の組成構成が高いPEやPPはリサイクル率が高い水準にあるが、
PSやPETはまだリサイクル率が低い水準となっている。

出所）日本容器包装リサイクル協会 調査レポート「プラスチック種類別の有効利用率の推定」（令和6年度）※数値は政府にて加筆
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再商品化製品利用製品（材料リサイクル）

再商品化されたペレットやフレーク等は、主に再生樹脂やパレット、
土木建築用資材等に利用されている。

出所）日本容器包装リサイクル協会HP 7



背景 海外の循環経済プラスチック資源に関する動向

品目 主な内容

電気電子機
器

循環型電子機器イニシアチブ 【2020年3月11日発表】
• 耐久性の向上、アップグレード期間の長期化・修理・メンテナンス・再利用・リサイクル可能にすることで製

品の寿命を延ばす。

自動車 自動車設計・廃車（ELV）管理における持続可能性要件に関する規則案 【2025年2月修正案】
• 2030年頃までに新車生産に必要なプラスチックの20％以上（このうち廃車由来で15％以上）、

2035年までに25%以上で再生プラスチックの使用を義務化。

容器包装・
プラスチック

容器包装・容器包装廃棄物規則案 【2022年11月30日発表】
• プラスチック製包装中の再生プラスチックの使用率を包装種別ごとに義務化。

 2040年までに、飲料ボトル 65％、食品接触型(PET主) 50％、食品接触型(非PET主)25%、
 非食品容器 65％

使い捨てプラスチック指令【2019年7月2日施行】
• 使い捨てプラスチック製品の使用禁止。
• 飲料ボトルへの再生プラスチックの使用を義務化。

2025年以降：PETボトル 25%、2030年以降：飲料ボトル 30%
プラスチック税【2021年1月1日より導入】
• 各EU加盟国でリサイクルされなかったプラスチック製容器包装廃棄物に対して、0.8ユーロ/kgの拠出

を求める。

繊維 エコデザイン規則【2024年7月18日発効】
• 2026年7月19日以降、未利用の衣服及び履物を、リユース、リファービッシュ及び再製造以外を目的

として、意図的に損傷又は廃棄することを禁止。

建設・建物 建築資材規則改正案 【2022年3月30日発表】
• 製品設計、リサイクル済み原料の優先的利用、リサイクル済み原料の最低限の利用、製品データベース

において製品の再利用や修理のための説明等を義務付け。

【出典】 欧州委員会資料より作成

ＥＵでは自動車、容器包装、家電等でリサイクル目標や再生材の利用目標などが
提案・設定されている。
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背景 資源の有効な利用の促進に関する法律（資源法）の改正

① 再生資源の利用計画策定・定期報告（指定脱炭素化再生資源利用促進製品）
• 脱炭素化の促進のため、再生材の利用義務を課す製品を特定し、当該製品の
製造事業者等に対して、再生材の利用に関する計画の提出及び定期報告を求
める。

② 環境配慮設計の促進（資源有効利用・脱炭素化促進設計指針）
•資源有効利用・脱炭素化の促進の観点から、特に優れた環境配慮設計（解体・
分別しやすい設計、長寿命化につながる設計）の認定制度を創設。

•認定製品はその旨の表示、リサイクル設備投資への金融支援など、認定事業者
に対する特例を措置。

③ ＧＸに必要な原材料等の再資源化の促進（指定再資源化製品）
•高い回収目標等を掲げて認定を受けたメーカー等に対し廃棄物処理法の特例
（適正処理の遵守を前提として業許可不要）を講じ、回収・再資源化のインセ
ンティブを付与。

④ ＣＥ（サーキュラーエコノミー）コマースの促進
•シェアリング等のＣＥコマース事業者の類型を新たに位置づけ、当該事業者に
対し資源の有効利用等の観点から満たすべき基準を設定。

改正資源法（令和８年４月施行予定）においては、
特定の製品(容器包装（食品（PETボトル以外）や医薬品を除く）、家電４品目、自動車)に対して、

再生資源の利用計画策定・定期報告の義務付けが盛り込まれている。
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現行制度の課題

【１．事業者の成長機会阻害】
①市町村申込量に対する実際の再生処理事業者の処理能力は、逼迫。
その要因として以下内容等が考えられ、競争環境を一定水準まで低下させ、事業者の成長機会を
奪っている。
-安定枠という全事業者に割り振られる設計により、更なる成長を目指すインセンティブが働きづらい
-適切な処理費用が払われていないことに起因する人員の配置不足からくる稼働率の低下

②品質の一定水準の維持・向上を図るために採用された総合評価方式は、一定の品質の確保に
はつながった一方で、本来落札できるはずの落札可能量を制限してしまい、競争環境を一定水準
まで低下させ、事業者の成長機会を奪っている。

【２．分別基準適合物及び分別収集物のリサイクル率】
回収されたプラスチック種類別のリサイクル率（材料リサイクル、収率50%仮定時）では、PE67%、
PP83％と高い水準の素材も存在する一方で、PS25％、PET3％と残渣として処理されている素
材もある。
様々なリサイクル手法を組み合わせてリサイクル率を高めるために、
マテリアルリサイクル×マテリアルリサイクルのジョイントグループ制度は運用が開始されているが、
ケミカルリサイクル×マテリアルリサイクルのジョイントグループ制度は制度上認められていない。

【３．再商品化製品の利用用途】
再商品化製品利用製品は、パレットや植木鉢などへの活用に留まり、容器包装プラスチックに戻って
いるものや再生材の高度な利用はほぼ存在していない。
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